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(57)【要約】
【課題】セルラシステムにおけるユーザ同時接続数を最
大化する。
【解決手段】各基地局のアンテナビームの全ての組み合
わせに対して、各端末におけるＳＩＮＲが所要伝送品質
に等しいものとして各基地局で選択されたアンテナビー
ムと送信電力とを変数とする連立方程式を立式し、各基
地局の送信電力を求める。解が基地局電力の制約条件を
満たしていないときは、端末数を順に削減して上記の処
理を繰り返し、ユーザ同時接続数が最も多いアンテナビ
ームの組み合わせ及び基地局送信電力を決定する。計算
量を削減するために、端末で受ける信号強度が強い複数
のアンテナビームを抽出し、信号強度が弱いアンテナビ
ームを探索の対象から外すようにしても良い。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の基地局と複数の端末とを有するセルラ通信システムにおいて前記複数の基地局に
おける送信電力及び送信アンテナのビーム方向を制御する複数基地局協調送信電力制御及
びアンテナビーム選択制御方法であって、
　前記複数の基地局にそれぞれ属する端末の伝送品質が所要の伝送品質になるように前記
複数の基地局における送信アンテナのビーム方向及び送信電力を変数とする連立方程式を
立式し、該連立方程式の解を求める第１の工程と、
　前記連立方程式の解が基地局電力の制約条件を満たしている場合に、その解を前記複数
の基地局における送信アンテナのビーム方向及び送信電力として決定する第２の工程と、
　前記連立方程式の解が前記基地局電力の制約条件を満たしていない場合に、前記複数の
基地局のうちの選択された基地局に属する端末を削減して、前記第１の工程に移行する第
３の工程と
　を有することを特徴とする複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御方
法。
【請求項２】
　前記複数の基地局のそれぞれの基地局が有する送信アンテナのビーム方向の全ての組み
合わせについて前記第１の工程ないし第３の工程を実行することを特徴とする請求項１記
載の複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御方法。
【請求項３】
　前記複数の基地局のそれぞれの基地局において、その基地局に属する端末で受ける信号
強度が最も強いビーム方向をその基地局の送信アンテナのビーム方向として選択し、前記
第１の工程ないし第３の工程を実行することを特徴とする請求項１記載の複数基地局協調
送信電力制御及びアンテナビーム選択制御方法。
【請求項４】
　前記複数の基地局のそれぞれの基地局において、その基地局に属する端末で受ける信号
強度が強い順に選択された複数のビーム方向の全ての組み合わせについて前記第１の工程
ないし第３の工程を実行することを特徴とする請求項１記載の複数基地局協調送信電力制
御及びアンテナビーム選択制御方法。
【請求項５】
　複数の基地局と複数の端末とを有するセルラ通信システムにおける前記複数の基地局に
おける送信電力及び送信アンテナのビーム方向を制御する複数基地局協調送信電力制御及
びアンテナビーム選択制御装置であって、
　前記複数の基地局にそれぞれ属する端末の伝送品質が所要の伝送品質になるように前記
複数の基地局における送信アンテナのビーム方向及び送信電力を変数とする連立方程式を
立式し、該連立方程式の解を求める第１の手段と、
　前記連立方程式の解が基地局電力の制約条件を満たしている場合に、その解を前記複数
の基地局における送信アンテナのビーム方向及び送信電力として決定する第２の手段と、
　前記連立方程式の解が前記基地局電力の制約条件を満たしていない場合に、前記複数の
基地局のうちの選択された基地局に属する端末を削減して、前記第１の手段の処理を実行
させる第３の手段と
　を有することを特徴とする複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の基地局によって形成される複数の無線ゾーン（セル）を組み合わせて
サービスエリアを形成するセルラ通信システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
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　セルラ通信システムでは、各セルが利用する周波数はセル間で再利用されており、他セ
ルからの同一の周波数をもつ信号は干渉となる。
　図７は、下りリンクにおける他セルからの干渉の様子を説明するための図である。
　この図において、ＢＳは基地局、ＭＳは端末である。ここで、隣接するセルが同一の周
波数を利用しているものとする（１セル周波数繰り返し）。図示するように、基地局ＢＳ

ｉに属する端末ＭＳｉには、基地局ＢＳｉからの希望信号とともに基地局ＢＳｋなどの他
セルの基地局ＢＳからの干渉信号が受信されることとなる。
【０００３】
　伝送品質を表す指標としてＳＩＮＲ（信号対干渉雑音比）が用いられる。ＳＩＮＲが高
ければ伝送品質が良く、低ければ悪い。
　ＳＩＮＲは、次式で表される。
【数１】

　周辺からの干渉が大きくなればなるほど式（１）の分母が大きくなるため、ＳＩＮＲが
低くなり、伝送品質が悪くなってしまう。
　このように、セルラ通信システムでは、端末が基地局と通信を行う際、周辺基地局で送
信される同一周波数の電波が干渉となり、端末において十分な伝送品質を得ることができ
ず、システム容量（スループットやユーザの同時接続数）が制限されてしまうという問題
がある。
【０００４】
　そこで本発明者は、予め各基地局が周辺基地局の端末に与える干渉を計算し、各端末が
所要伝送品質を得られるように基地局の電力制御を協調して行う複数基地局協調送信電力
制御方法を提案している（特願２００８－２２３８４１号、特願２００８－２２３８４２
号、特願２００８－２２３８４３号、非特許文献１）。
　この提案している複数基地局協調送信電力制御方法について説明する。
　図７に示したような周波数の１セル繰り返しを想定する。各セルには、その周波数を利
用する１台の端末のみが通信可能な端末として存在することができる。
　基地局ＢＳｉの送信電力をｐi、基地局ＢＳｋの送信電力をｐk、基地局ＢＳｉから基地
局ＢＳｉに属する端末ＭＳｉまでの規格化受信電力をｚii、基地局ＢＳｋから端末ＭＳｉ

までの伝搬損失をｚikとすると、希望信号電力はｐiｚii、基地局ＢＳｋからの干渉信号
電力はｐkｚikとなる。
　基地局数をＮ（Ｎは２以上の整数）、端末ＭＳｉでの雑音電力をｎiとすると、端末Ｍ
Ｓｉにおける受信ＳＩＮＲiが所要伝送品質γreq,iを満足するためには、以下の条件を満
たす必要がある。

【数２】

【０００５】
　全ての基地局に存在する全ての端末について、上の式（２）における不等号を等号に変
換した条件式、すなわち、各端末の伝送品質がそれらの所要伝送品質に等しいものとした
式を作成して展開すると、各基地局の電力を変数とする連立方程式が得られる。ただし、
立式にあたっては、各端末での各基地局からの規格化受信電力及び雑音レベルの推定が必
要である。
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　この連立方程式を解くことで、全ての端末における伝送品質が所要伝送品質γreq,iと
なる場合の各基地局の送信電力を求めることができる。ただし、各基地局の送信電力ｐi

（ｉ＝１～Ｎ）は、基地局の最大送信電力をＰlimitとして、０≦ｐi≦Ｐlimitを満たす
必要がある（基地局電力の制約条件）。しかし、電力の解が基地局の出力可能な範囲を外
れる場合がある。例えば、解が負の値となる場合がある。
【０００６】
　連立方程式の解が前記制約条件を満たさない場合は、全端末が所要品質を満たして通信
を行うことが不可能である。そこで、前記制約条件を満たすように通信を許可する端末の
数を削減する。幾つかの端末の通信を一時的に遮断、すなわち、その端末が所属する基地
局の送信出力を遮断することにより変数を減らし、解が前記制約条件を満たすように、再
度連立方程式を立式し、その解を求める。ここで、端末数を削減する際は、同時接続でき
る端末数を可能な限り増やすことを評価規定とする。
　最も有効な方法として、通信を許可する端末の全ての組み合わせについて連立方程式を
解き、前記基地局電力の制約条件を満たす端末の組み合わせのうち、同時接続端末数が最
大となるものを見つける方法（総当り法）がある。
　また、総当り法は、Ｎ端末からｉ個の端末を取り除く組み合わせの全てについて順次連
立方程式を立式し、解を求めているため、正確な結果を得ることができるが、協調制御を
行う基地局の数が増加すると計算量が指数関数的に増大するという問題がある。
　そこで、本発明者は、少ない計算量でシステム容量を大幅に改善することができるセル
ラ通信システムにおける基地局送信電力制御方法及び装置を上記特許出願において提案し
ている。
【０００７】
　なお、従来から行われている基地局電力調整方法として、次の二つの方法がある。
　一つは、全ての基地局に対して同一の電力を設定して送信する方法、もう一つは各基地
局内の端末に対して所要ＳＮＲ（信号対雑音電力比）が達成されるように基地局ごとに電
力制御を行う方法である。しかしながら、どちらの方法も、周辺基地局からの干渉電力に
ついては考慮されていないため、干渉によりＳＩＮＲが劣化し、所要伝送品質を満たせな
い可能性がある。
　一方、アンテナに指向性を導入することにより、目的とする端末へ向けて集中的に電波
を送信することが可能であるため、他セルに属する端末への干渉を軽減することが可能で
ある。アンテナビームの従来技術として、主ビームの方向が異なる複数のビームを形成す
ることができるマルチビームアンテナを基地局送信アンテナとして用い、端末における受
信電力が最も高くなるビームを選択する方法が知られている。この方法も同様に、他端末
への干渉は考慮されず高いユーザ接続率は得られないものであった。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】星野兼次、長手厚史、藤井輝也、「移動通信における複数基地局協調送
信電力制御法に関する一検討」、2008年電子情報通信学会ソサイエティ大会、B-5-51、p.
364、September 2008
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上記提案されている複数基地局協調送信電力制御方法によれば、基地局電力の制約条件
を満たすとともに、同時接続する端末数を可能な限り多くすることができるように各基地
局の送信電力を決定することができるが、各基地局が送信アンテナとして主ビームの方向
が異なる複数のビームを形成することができるマルチビームアンテナを使用する場合につ
いてのものではなかった。
　また、アンテナビームを様々な方向に向ける技術そのものは従来から存在し、基地局が
複数有しているアンテナビームのうち、適切なビームを一つ選択するアンテナビーム選択
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を行うことも知られているが、通常は端末に対して最も信号電力の高いビームが選択され
るようになされており、他の基地局に所属する端末への影響を考慮してアンテナビームを
選択する方法は、これまでに提案されていない。
【００１０】
　そこで本発明は、複数基地局で送信電力協調制御及びアンテナビーム選択制御を行うこ
とにより、ユーザ同時接続率を最大化又は改善することができる複数基地局協調送信電力
制御及びアンテナビーム選択制御方法並びに装置を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記目的を達成するために、本発明の複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム
選択制御方法は、複数の基地局と複数の端末とを有するセルラ通信システムにおいて前記
複数の基地局における送信電力及び送信アンテナのビーム方向を制御する複数基地局協調
送信電力制御及びアンテナビーム選択制御方法であって、前記複数の基地局にそれぞれ属
する端末の伝送品質が所要の伝送品質になるように前記複数の基地局における送信アンテ
ナのビーム方向及び送信電力を変数とする連立方程式を立式し、該連立方程式の解を求め
る第１の工程と、前記連立方程式の解が基地局電力の制約条件を満たしている場合に、そ
の解を前記複数の基地局における送信アンテナのビーム方向及び送信電力として決定する
第２の工程と、前記連立方程式の解が前記基地局電力の制約条件を満たしていない場合に
、前記複数の基地局のうちの選択された基地局に属する端末を削減して、前記第１の工程
に移行する第３の工程とを有するものである。
　また、前記複数の基地局のそれぞれの基地局が有する送信アンテナのビーム方向の全て
の組み合わせについて前記第１の工程ないし第３の工程を実行するもの、前記複数の基地
局のそれぞれの基地局において、その基地局に属する端末で受ける信号強度が最も強いビ
ーム方向をその基地局の送信アンテナのビーム方向として選択し、前記第１の工程ないし
第３の工程を実行するもの、あるいは、前記複数の基地局のそれぞれの基地局において、
その基地局に属する端末で受ける信号強度が強い順に選択された複数のビーム方向の全て
の組み合わせについて前記第１の工程ないし第３の工程を実行するものである。
　さらに、本発明の複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御装置は、複
数の基地局と複数の端末とを有するセルラ通信システムにおける前記複数の基地局におけ
る送信電力及び送信アンテナのビーム方向を制御する複数基地局協調送信電力制御及びア
ンテナビーム選択制御装置であって、前記複数の基地局にそれぞれ属する端末の伝送品質
が所要の伝送品質になるように前記複数の基地局における送信アンテナのビーム方向及び
送信電力を変数とする連立方程式を立式し、該連立方程式の解を求める第１の手段と、前
記連立方程式の解が基地局電力の制約条件を満たしている場合に、その解を前記複数の基
地局における送信アンテナのビーム方向及び送信電力として決定する第２の手段と、前記
連立方程式の解が前記基地局電力の制約条件を満たしていない場合に、前記複数の基地局
のうちの選択された基地局に属する端末を削減して、前記第１の手段の処理を実行させる
第３の手段とを有するものである。
【発明の効果】
【００１２】
　このような本発明の複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御方法並び
に装置によれば、予め各基地局間で周辺基地局の端末に与える干渉を考慮し、端末の方向
に適切なアンテナビームを選択し、かつ所要受信電力を得られるように基地局の電力制御
を行い、また、全ての端末が所要電力を満たして基地局電力を決定することが不可能な場
合、通信を許可する端末数を削減して残りの基地局に対して電力を決定することにより、
セルラ移動通信において、基地局からの電波が周辺基地局からの電波により干渉を受け、
端末で十分な受信品質が得られず、ユーザの同時接続数が制限されてしまうという問題を
解決し、ユーザ同時接続率を最大化または改善することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
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【図１】本発明の複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御方法が適用さ
れるセルラ通信システムの構成を示す図である。
【図２】基地局送信アンテナの指向性を考慮した場合の下りリンクにおける他セルからの
干渉の様子を説明するための図である。
【図３】マルチビームアンテナの指向性パターンの一例を示す図である。
【図４】本発明の複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御の処理の流れ
を示すフローチャートである。
【図５】端末の受信強度が強い上位ｋ個のビームのみを対象とすることにより計算量の削
減を図るようにした実施の形態について説明するための図である。
【図６】計算機シミュレーションにより、本発明の複数基地局協調送信電力制御及びアン
テナビーム選択制御方法におけるユーザ同時接続率の評価を行った結果を示す図である。
【図７】下りリンクにおける他セルからの干渉の様子を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　　図１は、本発明の複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御方法が適
用されるセルラ通信システムの構成を示す図である。この図において、１1～１Nは基地局
（ＢＳ）（Ｎは２以上の整数）、２1～２Nは端末（ＭＳ）、３は前記複数の基地局を統括
する制御局である。各基地局１1～１Nによりそれぞれセルが形成されており、各基地局は
同一の周波数を利用するものとする。各基地局１1～１Nは、主ビームの方向が異なる複数
のビームを形成することができるマルチビームアンテナを備え、前記複数のビームのうち
の本発明の方法により決定されたビームを用いて自セル内に位置する端末２1～２Nと通信
を行う。なお、この図には、すべてのセル内に端末２1～２Nが存在するように記載してい
るが、セル内に端末２が存在していない場合や１セル内に複数の端末２が存在する場合も
ある。ただし、同一の周波数を利用するものとしているため、１セル内において基地局と
その周波数を用いて通信できる端末２は１台だけである。
　制御局３は、前記複数の基地局１1～１Nと接続し、各基地局１1～１Nを介して得られる
情報などに基づいて各基地局１1～１Nの送信アンテナのビーム方向と送信電力を決定し、
各基地局１1～１Nに該決定した送信アンテナのビーム方向及び送信電力を通知する。基地
局１1～１Nは、送信アンテナのビームとして通知された方向に対応するビームを選択し、
自己の送信電力を制御局３から通知された送信電力となるように制御する。本発明におい
ては、このようにして複数基地局が協調して送信電力制御及びアンテナビーム選択制御を
行う。
【００１５】
　図２は、基地局送信アンテナの指向性を考慮した場合の下りリンクにおける他セルから
の干渉の様子を説明するための図である。
　この図に示すように、各基地局が複数のアンテナビームを有するマルチビームアンテナ
を使用する場合には、アンテナの指向性が絞られるので、オムニアンテナを使用する場合
に比べて他の基地局に属する端末に与える影響を軽減することができる。さらに、他の基
地局に属する端末への影響を考慮しつつ自局に属する端末に対して所望の信号強度の得ら
れるビームを選択することにより、他局に属する端末に対する干渉をより少なくすること
ができ、システム全体において同時接続することができる端末数をより多くすることが可
能となる。
【００１６】
　以下、前記制御局３において実行される各基地局１1～１Nの送信アンテナのビーム方向
及び送信電力を決定する複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御処理に
ついて説明する。
　本発明の複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御方法においては、ユ
ーザ同時接続率を最大化する最適な基地局送信アンテナのビームの組み合わせ及び基地局
送信電力を決定するために、基地局送信アンテナのビーム方向及び基地局送信電力を変数
とする連立方程式を立式し、端末における受信ＳＩＮＲが所要伝送品質を満たすように各
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基地局の送信電力を決定する。
【００１７】
　基地局ＢＳｋの送信電力をｐk、基地局ＢＳｋがｍk番目のアンテナビームを選択した場
合の基地局ＢＳｋから基地局ＢＳｉに属する端末ＭＳｉまでのアンテナ利得をＧik(ｍk)
、伝搬路利得をｚik、基地局数をＮ、端末ＭＳｉでの雑音電力をｎiとすると、端末ＭＳ

ｉにおける受信ＳＩＮＲ（γi）が所要伝送品質（γreq,i）を満たすための条件は次式の
通りである。
【数３】

　図３に、アンテナ素子の指向性パターン（Ｇ）の一例を示す。この図に示すマルチビー
ムアンテナは３通りのアンテナビームを有し、各ビームの指向方向が１２０度ずつ異なっ
ている。
【００１８】
　全ての端末について、上の式（３）における不等号を等号に変換した式、すなわち、各
端末の伝送品質がそれらの所要伝送品質に等しいものとした式を作成して展開すると、各
基地局の送信アンテナの指向性（各基地局で選択したアンテナビーム）及び送信電力を変
数とする連立方程式が得られる。ただし、協調の対象となる全ての基地局１1～１Nに繋が
っている制御局３が各基地局１1～１Nから全端末２1～２Nまでの伝搬路（伝搬損）及び各
端末における雑音電力niを全て情報として把握しているものとする。例えば、各基地局が
ビームを切り換えながらパイロット信号を順次送信し、各端末は受信したパイロット信号
の信号強度及び雑音を測定して、それを各基地局を介して前記制御局３に通知するように
なされている。
【００１９】
　図４に、複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビーム選択制御処理の流れを示すフ
ローチャートを示す。
　まず、上記式（３）に基づく連立方程式を立式するために、各基地局から全端末までの
伝搬路の情報と各端末における雑音の情報を取得する（ステップＳ１）。
　次に、各基地局で用いるアンテナビームｍkの組合せを一つ選択する（ステップＳ２，
Ｓ３）。
　次に、ステップＳ４に進み、式（３）の不等号を等号に置き換えた連立方程式を解くこ
とにより、全ての端末ＭＳｉに対して、γi＝γreq,iとなる場合の各基地局の送信電力を
求める。但し、基地局の最大送信電力をＰlimit として、0≦ｐi≦Ｐlimitが制約条件と
なる。解がこの制約条件を満たさない場合、全端末が同時に所要品質を満たして通信を行
うことが不可能であるので、条件を満たすように、通信を許可する端末の数を削減する。
端末が削減されると、その端末が属する基地局からの送信電力が０となり、他の基地局に
属する端末への干渉量が減少する。端末数を削減する際は、同時に接続できる端末数を最
大化することを評価基準として、条件を満たすまで通信を許可する端末数を順に削減する
。
【００２０】
　なお、端末削減の方法は問わない。接続率を最大にする方法として、通信を許可する端
末の全ての組み合わせについて連立方程式を解き、電力の制約条件を満たす端末の組み合
わせのうち、同時接続端末数が最大となるものを見つける方法（Full search）がある。
しかし、この方法は、協調制御する基地局数が増加すると計算量が指数関数的に増大する
こととなる。そこで、取り除く端末を一意に選択し、一つの端末を取り除くたびに連立方
程式を解き、その解が電力の制約条件を満たすかどうかを判別し、満たさなければ再び取
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り除く端末を選択する処理を繰り返すことにより計算量を削減する方法がある。この方法
については、前述した本発明者による特許出願に記載されているが、例えば、全基地局が
最大の電力で送信しているものと仮定して各端末における受信ＳＩＮＲを計算し、その値
が最も低い端末から順に取り除く方法（Lowest-SINR removal）、全端末への干渉が最も
大きい基地局に属する端末から順に取り除く方法（Largest-IF removal）などがある。 
本発明においては、どの方法を採用して端末を削減してもよい。
【００２１】
　全てのアンテナビームの組み合わせに対して以上の送信電力割当制御を行う（ステップ
Ｓ５、Ｓ６）。各基地局のもつアンテナビーム数をＭとし、基地局数をＮとした場合、全
てのアンテナビームの組み合わせは全部でＭN通りとなる。
　各基地局の持つアンテナビームの全ての組み合わせについて送信電力割当制御を行った
後、最もユーザ同時接続数の多いビームを最終的な選択ビームとして設定する（ステップ
Ｓ７）。
　このようにして、全てのビームの組み合わせについて連立方程式を解き、それぞれの連
立方程式に端末削減方式を適用して、最もユーザ接続数が多くなる場合を探すことにより
、ユーザ同時接続率を最大化する最適なビームの組み合わせ及び基地局送信電力を決定す
ることができる。この方式をアンテナビーム選択の総当り法とよぶ。
【００２２】
　上記アンテナビーム選択の総当り法によれば、最も正確にユーザ同時接続率を最大化す
る最適なビームの組み合わせ及び基地局送信電力を決定することができるが、全探索を行
うため膨大な計算量となる。そこで、信号処理量の削減を図るようにした本発明の他の実
施の形態について説明する。この実施の形態のビーム選択法では、端末における受信信号
強度が、強いビームを複数、例えば、ｋ（１≦ｋ＜Ｍ）個抽出し、受信信号強度の弱いビ
ームに対しては最適なビームである可能性が低いので探索の対象から外すことにより、上
述した総当り法よりも信号処理量を削減するものである。
【００２３】
　図５は、端末の受信強度が強い上位ｋ個のビームのみを対象とする場合について説明す
るための図である。
　図中（ａ）に示すように、各基地局は指向性の方向が異なるＭ個のビームを有している
ものとする。このとき、基地局数をＮとすると、全基地局におけるビームの組み合わせは
ＭN通りとなる。そこで、（ｂ）に示すように、その基地局に属する端末が受ける信号強
度が強い順にｋ（１≦ｋ＜Ｍ）個のビームを選択し、該選択されたｋ個のビームの組み合
わせを対象に前述した計算を行うようにする。図示する例では、ビーム３、ビーム４及び
ビーム２の順に端末が受ける信号強度が強い場合を示しており、これらのビームのみを計
算の対象として選択する。これにより、（ｃ）に示すように、計算の対象となる全基地局
におけるビームの組み合わせの数はｋN通りとなり、計算量を大幅に削減することが可能
となる。例えば、ｋ＝１、すなわち、端末において基地局からの受信電力が最も高くなる
ビームを選択する場合には、最も計算量を少なくすることができる。
　なお、ここでは、各基地局において選択するビーム数をｋ個としたが、基地局ごとに異
なる数のアンテナビームを対象として選択するようにしてもよい。
【００２４】
　計算機シミュレーションにより、本発明の複数基地局協調送信電力制御及びアンテナビ
ーム選択制御方法の特性を評価した結果について説明する。図６は、システム内の端末が
所要伝送品質γreq,iを満たす確率であるユーザ同時接続率の評価を行った結果を示す図
である。ここで、六角格子状に１９個のオムニセルを正則配置し、伝搬路利得は距離の３
．５に反比例するものとした。セル半径、基地局の最大送信電力、雑音電力は、オムニア
ンテナの場合、セル端での受信ＳＮＲが最大で10dBとなるように設定した。マルチビーム
アンテナの場合は、全方向の送信電力の総和がオムニアンテナと等しくなるように正規化
を行った。マルチビームアンテナの基地局当たりのビーム数をＭ＝３とし、各ビームの指
向方向を360度／Ｍ＝120度ずつシフトさせるものとした。また、各ビームの半値幅は120
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雑音電力は理想的に求まるものとし、全てのユーザｉについて所要受信ＳＩＮＲ（γreq,

i）は等しいものとした。
【００２５】
　図中、ａは、複数基地局協調送信電力制御を行う場合で、端末削減方法として上述した
Lowest-SINR removalを採用し、ｋ＝２のアンテナビーム選択制御を行なった場合、ｂは
、同様にLowest-SINR removalを採用した複数基地局送信電力制御を行い、ｋ＝１のアン
テナビーム選択制御を行なった場合、ｃは、複数基地局電力制御を行わず、基地局ごとに
送信電力制御を行い、アンテナビーム選択制御も行なわない場合、ｄは複数基地局電力制
御、各基地局ごとの送信電力制御のいずれも行わず、アンテナビーム選択制御も行わない
場合の、横軸を所要受信ＳＩＮＲ（γreq,i）とした場合のユーザ同時接続率をそれぞれ
示す。
　この図より、基地局協調電力制御及びマルチビーム選択制御を行うことにより、大幅な
ユーザ同時接続率の向上が図れることが分かる。また、９０％のユーザ同時接続率でシス
テム設計を行う場合、ｋ＝２のアンテナビーム選択制御を適用することにより、ｋ＝１の
アンテナビーム選択制御の場合と比べて、ユーザのＳＩＮＲを約１．５ｄＢ改善できるこ
とが分かる。
【符号の説明】
【００２６】
　１1～１N：基地局、２1～２N：端末、３：制御局

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】

【図７】
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